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〔    売春の医療化 〕 〔   医療とチャリティ 〕 〔     病院経営 〕 
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ロック病院の場合、院内の 25病床を年間 500ポンドで海軍省に貸し、また陸軍省には同じ条件で 10病床が貸し出
された。また患者の入院生活にかかる必要経費であるリネン、衣服、洗濯、移送費はすべて軍が弁済する契約になっ
ており、病院側にとっては運営委員会の発言にもあるように、「施設の利害を考慮した」「最も利する」協定となって
いた（MS0022/1/1: Minute Book, 1863 Dec 10; MS0022/1/3: General and Special Court Book, 1864 Jan 21）。 
このようにして、ロック病院は軍との契約に基づく売春の医療化に関与することになったが、この協定が結ばれる
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政規模を拡大させた。1851年から 1860年までの 10年間の病院の平均収入が 1,692ポンドであったのに対し、1871
年から 1881年までの平均収入は 5,333ポンドと、3倍超の増加を見せている。 
そしてこのような実利関係は、病院と軍との関係が終わりを迎えた後に明確にあらわれた。ロック病院では毎年
初旬にその前年の活動状況を記した報告書を作成し、寄付者などに配布していたが、伝染病法が廃止されたあとの
報告書を見ると、「当施設は…主として寄付と遺産贈与に依存している」（MS0022/4/2: Annual Report, 1888）、「当施設
は…政府からの支援は受けていない」（MS0022/4/2: Annual Report, 1889）という、それまで見られなかった新しい文言
が挿入されている。この文言は、「伝染病法に反対していたために、そして政府とロック病院とのつながりに疑問を
感じていたために寄付を差し控えていた者たち」（MS0022/4/2: Annual Report, 1887）に対する寄付の呼びかけであった
と考えられる。このことは、ロック病院にとって医療化のプロジェクトは非常に重要な原資であったことを物語っ
ていると言える。伝染病法が廃止されたロック病院はその穴を埋めるために、「さまざまなソースから資金を補充し
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